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要旨　ベトナムでは1986年にドイモイ政策が導入されると経済の著しい発展が進み、都市
部での大気汚染、河川の水質汚濁、ごみの増加等の環境汚染課題が生じてきている。環境
課題についての対策についてはインフラや法規制の整備という政策上の対応のみならず、
市民意識の改革や行動が求められている。本稿は、それらの都市環境課題への対応とし
て、中学校における家庭ごみ課題を題材とする環境教育プログラムの提案である。環境保
護行動の育成を目的とし、HungerfordとVolkの環境保護行動育成モデルに、環境心理学か
らの環境保護行動に関与する広瀬モデルの要因を適合させ、プログラム化を図ったもので
ある。ハノイにおける家庭ごみ削減をテーマとする、対象を特化したものであるが、家庭
ごみという身近な課題から環境保護行動の育成をはかる環境教育をめざすものである。
Ⅰ　はじめに
　近年、新興国ならびに開発途上国における経済発展や工業化に伴い、環境課題が顕在化
し国を超えた大きな社会問題になっている。すでに環境課題と直面してきた先進工業国は、
環境課題への取り組みについて得た知見をそれらの国々に対し生かす機会といえよう。
　ベトナム社会主義共和国（以下ベトナム）は1976年の南北統一後に経済危機を迎える
が、1986年11月に政治・経済・社会など各方面での転換をめざし「民主化・公開化・対外
開放・市場経済体制の導入」を 3つの柱とした政策「刷新（ドイモイ）路線」を発表し
た。その後アジア諸国が急激な経済発展を遂げつつある中、1993年以降年率 7～ 8％にお
よぶ際立った経済成長を遂げてきた。その結果、GDPに占める工業建設部門シェアは現
在45％を超え、かつては50％を上回っていた農業生産シェアは20％以下にまで低下してい
る。2020年までの国家の「工業国入り」の目標は達成しつつある。しかし、その反面経済
発展に伴う環境課題が発生した。環境課題の軽減のためには法整備や社会基盤の整備とと
もに、市民の環境意識の向上や環境への配慮行動が不可欠であり、それらの育成をめざす
環境教育が求められる。
　ベトナムでは、都市部における経済発展に伴う都市環境課題が発生しているが、学校で使
用する教科書は国内で一律であるため、地域特有の課題についての学習は各学校に一任され
ている。そのため、都市部での環境課題については教員が独自に教材を作成し実施するか、
国際NGO/NPO等による教育支援に頼らざるを得ないのが現状である。しかし、国際NGO/
NPO等による支援の場合、海外で使用している教材をそのまま持ち込み実践されることが多
く、地域の実情から離れた一方的な導入となった例も報告されている（ズオン 2005）。
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　本稿では、ベトナム都市部で特に環境課題が顕著であり、対策が急がれているハノイ市
における中学生を対象として、環境教育の目標である環境課題への認識や理解を促し、環
境保護意識の向上、態度の育成をはかる環境教育プログラムを提案する。また、本稿の環
境教育プログラム開発の要点は以下の通りである。 1）ベトナムの教育課程や文化を尊重
する教育プログラムの開発。 2）環境教育の目標である、環境に配慮し責任ある行動育成
のために、HungerfordとVolkが提唱するCitizenship Behavior（環境への責任ある市民行動）
を育成する行動フローチャートをプログラムのモデルとする。 3）プログラムの学習内容
については、環境心理学の分野において、広瀬（2008）、依藤（2002）によって検証され
ている環境配慮行動への要因を援用するものとした。
　ハノイにおける都市環境課題としては大気汚染、水質汚濁、廃棄物課題等があげられる
が、題材として家庭廃棄物を扱う。家庭廃棄物は生徒自らが排出者であり、直接かかわる
環境課題であること、ハノイにおける廃棄物の増加は種々の環境課題に関わり、更なる環
境汚染を生み出す原因となっていること、古くからベトナムの文化としてあるリサイクル
が現在失われようとしていることなどを踏まえたものである。
Ⅱ　ベトナムの環境課題と現状
1　ベトナムの環境課題
　表 1はベトナムで初めて制定された1993年の環境保護法、2007年に改訂された環境保護
法、World BankによるVietnam Environment Monitor、海外環境協力センターの報告書で扱
われているベトナムの環境課題の一覧である。ベトナムの南北に細長い国土は温帯から熱
帯へ広がり、地形も山岳地帯や豊かな河川、長い海岸線と変化に富み、豊かな自然環境に
恵まれている。この豊かな自然によってはぐくまれた多様な生態系は、世界的にも貴重で
ある。さらにベトナム戦争時に使用された枯葉剤の影響で多くの森林が影響を受けたこ
と、その回復に力が注がれていることはベトナム独自の環境課題となり、自然環境保護と
して森林の保全、耕地の土壌、河川・湖沼・海の水質保持、生物多様性の維持が重要視さ
表 1　環境保護法、World Bank報告書等にみるベトナムの環境課題
年 環境保護法報告書
自然環境課題 都市環境課題
森林 耕作地 土壌 水 動植物 大気 水 廃棄物
1993 環境保護法 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊
1995 World Bank ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊
2002
平成13年度日系企業の海外
活動に関わる環境配慮
動向調査報告書
＊ ＊ ＊ ＊ ＊
2002 World Bank ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊
2003 World Bank ＊ ＊ ＊ ＊
2004 World Bank ＊ ＊ ＊ ＊
2005 World Bank ＊ ＊ ＊ ＊
2006 World Bank ＊ ＊ ＊ ＊
2007
ベトナムにおける企業の
環境対策と社会的責任
＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊
2007 環境保護法 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊
（地球・人間環境フォーラム 2002, 2007）1）
（World Bank 1995, 2002, 2003, 2004, 2005, 2006）2）
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れている。また、ドイモイ後の経済発展による産業構造の変化と人口の増加、特に都市人
口の増加は、上下水道の未整備、交通渋滞といったインフラ課題や廃棄物の増加によって
市民生活環境を悪化させ新たな都市環境課題を生み出した。
　報告書で特記されていることは水質の汚染への警鐘である。ベトナムではコメが主食
であり、また世界第 2位の輸出を誇るなど高い生産量をあげ、コメの生産は農業の中心と
なっている。コメの生産のため水田にひく灌漑用の水の確保はきわめて重要であり、また、
工業においても工業用水の水質は確保される必要ある。工場排水や生活排水、河川や湖沼
に投棄される廃棄物による水質の汚染は大きな問題と扱われている（WorldBank 2006）。
　水質汚染の原因であり、また都市部での人口増加に伴う廃棄物の増加も課題とされてい
る。ベトナムの廃棄物について、Vietnam Environment Monitor 2004 Solid Waste （World Bank 
2004）によると、ベトナムでは 1年間で15億トン超の廃棄物が排出されているが、その 8
割が家庭や飲食店、事業所などから排出されている生活廃棄物で、工場などからの産業廃
棄物の割合は低い。しかし、まだ量的にはわずかであるが医療機関や工場からの有害廃棄
物に対する配慮の必要性を指摘している。また、都市部から排出される生活廃棄物の割合
が高く、家庭や地方の家庭や市場、事業所から排出される生活廃棄物は60－75％が有機系
廃棄物であるが、都市部では約50％に過ぎない。また、経済発展に伴いその割合は低下し、
プラスチックや金属、ガラスといった分解不能な物質が増加している。さらに、2004年に12
億トンの生活廃棄物の50％が都市からの排出であるが、2010年には排出量は20億トン、そ
のうち都市からは63％と大幅な増量が予想されると懸念を示している（World Bank 2004）。
2　ハノイ市家庭廃棄物の現状と課題
　ベトナムの主要な地方自治体では廃棄物の収集運搬、処理処分を都市環境公社（URENCO：
Urban Environment Company　以下URENCO）に委託している（General Statistics Office of 
Viet nam, 2009 ）。ハノイでは、毎日夕方から夜にかけてURENCOの収集人が廃棄物集積
所や路上に出されている廃棄物の取集にあたっている。事業所からの廃棄物の収集手数料
は排出量によって加算されるため、事業所からの有価物－紙類・プラスチック類・ガラ
ス・金属－は高い率でインフォーマルセクターのジャンクバイヤーなどによって資源回収
がおこなわれている。しかし、一般家庭においては廃棄物収集料金が定額制のため、分別
作業に手間がかかると負担感をもつ高所得者は分別をしない傾向があり、また低所得者に
とっては居住地の狭さから、紙類や少量のプラスチック包装材などは業者が買い取るほど
の量を確保するまでの保管場所がないため、一般廃棄物と一緒に廃棄している傾向にある
と考えられる（大迫 2012）。
　ハノイ市内の廃棄物はすべて、最終処分場へ搬入され埋め立て処分されている。処分
場は1977年から1999年まではハノイ市中心部から 5㎞のTay Mo 処分場が使われていたが、
2000年に埋め立て処分の許容量を超えたこと、不適切な管理に対して周辺住民からの苦情
が殺到したことが理由で閉鎖された（藤田ほか 2003）。よって、市街から離れた地に新た
な処分場の設置を余儀なくされている。1998年からは市内から55㎞の距離にあるNam Son
埋め立処分場へ搬入されている。大迫ら（2012）によると2000年のNam Son埋め立処分場
への廃棄物処分量は年間40万トンであったが、2010年には130万トンへと10年間で 3倍強
と増加している。理由としては、郊外地域における人口の急増、収集サービス地域の拡大
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傾向であることが考えられる。
　廃棄物の増加は処分場の使用可能年数を早め、また遠距離への多くの運搬車の利用は大
気汚染の増加にも関わっている。また、2011年 4月 1日付のDat Viet 紙 （Dat Viet 2011）に
よると、ハノイの廃棄物最終処分場は2012年には満杯になると報道されるなどハノイ市に
おける廃棄物の削減は喫緊の課題となっている。
　ハノイ市内の家庭から廃棄されている廃棄物について、2006年にハノイ市内の家庭廃棄
物の物理組成をサンプリング調査した河井ほか （2008） によると、廃棄物は 1人 1日当た
り0.551㎏、有価物として分別廃棄されたものは 1人 1日当たり0.058㎏、合計0.609㎏が廃
棄物あるいは有価物として排出されている。表 2は廃棄物の物理組成を重量比、容積比
（％）で表したものである。廃棄物中厨芥類は重量比で59.0％であり容積比は30.6％で重
量、容積ともに最も大きな割合を占めている。廃棄物中のプラスチック類は重量比で8.3％
であるのに対し容積比は31.1％になり、大きな割合を占め厨芥類の容積とほぼ同様になる。
また、調査した家庭からの廃棄物、分別された有価物の用途別分類をみると、重量では製
品であるが、容量をみると容器包装類が最も多くを占めている。
　また、ハノイの厨芥類については、飲食店や宿泊施設、一部の集合住宅から排出される
ものに関しては飼料化を目的に業者に引き取ら
れ再資源化されているが、一般家庭のものは廃
棄されている。
　2006年11月より 3年間、JICAによる「循環
型社会の形成に向けてのハノイ市3Rイニシ
アティブ活性化支援プロジェクト（3R-HN）」
（Japan International Cooperration Agency, 2009） 
が展開され、その後2010年10月より 1年11か
月、青年海外協力隊の派遣により、ハノイ市内
4地区において分別啓発運動が行われ、そこで
は一般家庭の厨芥類の分別回収も行われた（込
山・永山 2012）。回収された厨芥類はCau Dien
コンポスト化工場でコンポスト化が行われて
いる。Cau Dienコンポスト化工場は1986年に
UNDP（国連開発計画）の資金援助のもとに開
設され、年間約12,000トンの生活系廃棄物から
表 2　廃棄物の物理組成（％）
材質 重量 体積
紙類 9.9 16.1
プラスチック類 8.3 31.1
ゴム類 0.2 0.2
皮革類 0.1 0.2
ガラス類 0.7 0.4
金属類 0.4 1.8
繊維類 1.3 1.0
草木類 5.5 10.2
木片類 0.9 2.1
陶磁器類 0.7 0.5
厨芥類 59.0 30.6
その他 12.9 5.9
合計 100.0 100.0
（河井 2012）
表 3　用途別に分類した廃棄物及び有価物の物理組成（％）
廃棄物 有価物 合　計
重量 体積 重量 体積 重量 体積
製品 64.0 28.0 3.8 5.1 67.8 33.1
消耗品 5.4 3.5 0.0 0.0 5.4 3.5
容器包装 9.1 27.2 5.1 23.4 14.2 50.7
その他 11.8 11.4 0.8 1.3 12.6 12.7
90.3 70.1 9.7 29.8 100.0 100.0
（河井 2012）
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約7,500トンのコンポストが生産されている。しかし、工場の稼働率、設備の老朽化、分
別されずに混入されている廃棄物を作業員が手作業で再分別を行うなどの現状から、受け
入れコンポスト化は限界とされている（藤田正憲ほか 2003）。
　したがって、最終処分場で処理される廃棄物の削減のためには、家庭廃棄物のうち最も
重量、容積を占めている厨芥類の分別による資源化の拡大は現状では困難であるが、最終
処分場では埋め立て処理されるため、有機類である厨芥類より、一般廃棄物に混入され最
終処分場へ搬入されている有価物を各家庭から廃棄される段階で分別し、業者に引き渡す
ことにより、最終処分場への搬入量の減少、環境面での軽減をはかることが期待できる。
Ⅲ　ベトナムの環境教育
1　ベトナムの環境教育政策
　環境課題が顕在化しつつある現状で、学校教育ではどのような対応をはかっているの
か、環境教育について施策面から概観する。ベトナムの教育の中央行政機関は教育訓練省
（Ministry of Education and Training　以下MOET）であり、教育行政は国・章・市町村の各
レベルの担当である。国は教育政策の立案や各教育レベルでの課程基準を設定し、省・市
町村はその実施や監督の責任を負うものとなっている。初等・中等学校は市町村が設置・
管轄している。現在ベトナムでは1992年憲法、1998年の教育法に基づき、小中学校では
2002年より改定された新カリキュラムで学校教育が実践されている。こうした現状に合
わせる形で2005年に教育法が改正され、翌2006年より施行された（近田訳 2009）。近田
（2006）によると新教育法の特徴は、国際社会における人材育成を視野に入れた国際標準
を意識した内容であり、 9年間の義務教育の実施、教育の質の改善を意識したものが示さ
れた。新教育法では、環境教育についての具体的な記載はみることができないが、教育方
法において生徒の主体性を育む教育方法を示すなど、環境教育とその取り組みに合致する
方向性が記されている。
　学校における環境教育については、1980年代までのベトナムでは、旧来の自然保護活動
は実践されていたが、学際的な視点を持つ環境教育の積極的な取り組については報告され
ていない（グェン 2002）。1993年に制定された環境保護法にも環境教育についての具体的
な記載をみることはできない。2001年、MOETより首相決定としてOn approving the Project 
“Integrating environmental education into the national education system”が発令された。この
プロジェクトの目的としては、「環境保護に対する知識や態度の育成について政府諸関係
機関をあげてはかること」が示されている（MINISTRY OF EDUCATION AND  TRAINING 
2005）。また、環境教育の内容とその方法については、「中高等学校の教育に対し、生徒の主
体的な環境保護に関するスキルや態度の学び」を促している。
　この発令に対しての学校現場での実践についての報告は確認できていないが、ズオン
（2005）によると、国際機関によって何例かの人材育成や環境教育のプロジェクトが展開
されたが定着は見られず、教科書やカリキュラムの改定など根本的な改定が必要と提言し
ている。
　2005年 1月にはMOET（2005）から大臣名で発令され小中学校教育における、環境保護
に関する関連諸機関との連携の中で、カリキュラムを超えた活動による総合的な環境保護
教育の推進を勧めている（MINISTRY OF EDUCATION AND TRAINING 2005）。また、2005
40
人文社会科学研究　第27号
年12月改定の環境保護法では、環境教育について人材育成と学校教育及び社会教育での積
極的な取り組みを定めている。このように、環境教育を推進する制度は整えられつつある。
　
2　ベトナムの中学校カリキュラムにみる環境教育
　ベトナムにおける義務教育は、前述の2005年教育法より小学校 5年、中学校 4年間の 9
年間になった。教育法の改正や新制度に向けたカリキュラムの改善、教科書、教師用指導
書の改訂、教師研修等、Asian Development Bankの支援のもと進められてきたが（Asian 
Development Bank, 2007; UNESCO, 2007）、中学校における教育は小学校教育に比較し、カ
リキュラムと教科書の適合性や、授業方法など多くの教育場面での未整備であり、生徒中
心型の教授法の導入は簡単ではなく、その変化は些細なものにすぎないのが現状である。
教師養成講座に関しても、夏季のみでの短い期間では新カリキュラムや新教科書の大
まかな改善点しかフォローすることができず、本当の意味での改善は現在も要求され
ている状態である（高馬 2013）。
と指摘されている。
　2002年カリキュラムによる中学校教科書より、自然環境保護、および都市環境課題につ
いて言及している学習内容を表 4にまとめた。
　しかし、教科書の具体的な内容を見ると、例えば、地理の態度目標には「自然と人間は
大切にしあう」「環境に関する活動に積極的に参加する」とあるが、 8年地理ベトナムの
地理学習（ 2）ではベトナムの河川の役割と河川の汚染原因を学び、学習の問いに「河川の
汚染を防ぐため、私たちにできることは何か」とあるにすぎない。学習指導要領の意図が
表 4　ベトナムの中学校教科書にみる自然環境保護と都市環境課題に関する学習
学年 教科 学習内容
自然環境保護 都市環境課題
森林 耕作地 土壌 水系 生物 大気 水系 廃棄物
6年
公民
・自然を愛する
＊ ＊ ＊
・自然とともに暮らす
生物
植物の役割・気候
＊ ＊ ＊ ＊
水源・土地・動物と人
7年
技術
農業編
＊ ＊ ＊木・林業・家畜・水産
生産と環境保護
公民 環境保護・自然資源 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊
8年
地理
ベトナムの海・河川 ＊
＊　海洋資源の確保 ＊ ＊
生物保護 ＊
生物 生物資源の確保 ＊ ＊
9年
地理
ベトナム地理
資源・海洋資源 ＊
生物 排水・有害廃棄物 ＊ ＊
出典（ 1）
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教科書に充分反映されているとは言い難く、従って授業によっても生徒は一般的な知識と
しての環境保護の必要性を学ぶが、自らの行動に結びつけることは困難といえよう。
　公民 7年生の学習項目（ 3）をみると「社会のルールと安全、および環境と自然保護に対
する公民の権利と義務」が含まれている。特に14課「環境と自然資源の保護」を概観する
と、その学習目標として
「知識」
・環境・自然資源の概念を言うことができる
・環境・自然資源の要素を言うことができる
・自然資源の原因や環境汚染の例をいくつか言うことができる
・人間の自然資源と環境の役割を言うことができる
・自然資源と環境保護の基本ルール、法律を言うことができる
　（絶滅危惧種、森林の保護、大気、水の保護の規制）
・自然資源と環境保護のために必要な方法を言うことができる
「技能」
・自然資源と環境保護に違反する行為を認識できる
　　違反行為を見つけた時は責任者に知らせる。
・自宅や学校などの公共の環境を守ることができる。友人ができないときは、でき
るようにする。
「態度」
・自然資源と環境保護の意識を持つ。
・環境保護法に違反する行為に対しては、批判することができる。
とあり、学習内容としてもっとも環境保護を意識した学習単元と判断した。教科書の記
載（ 4）から、環境保護への意識や環境保護行動の育成に関わると考えられる部分を以下抜粋
する、
a）以下の方法は環境保護を推進していますか
1　学校と家の周辺の衛生環境を守る
2　森林保護、水質保全、絶滅危惧種の動物を守るためのルールをつくる
3　地下水を無計画に開拓する
4　化学肥料や薬品を規準を守らずに使用する
5　工業廃水、家庭排水、ごみの処理方法を研究し実践する
b）以下の行動ではどのような行動が環境汚染になりますか
1　火薬による漁
2　野生動物の違法な狩猟（絶滅危惧種）
3　工業廃水を直接川に流す
4　計画的に、森林を伐採する
5　計画的に、植林をする
6　焼畑による米（麦）の栽培
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c）産業を拡大するために、Ａ企業が選ぶとすると、どのような方法が望ましいか
1　最新の技術を用い、環境の問題を考えずに商品の価格を抑えるため、生産の過
程で節約する
2　先端技術をつかい、環境保護にも力を入れるため、製品の価格が高くなる
3　生産規模を拡大し、古い技術を守りながらも増産する
d）野外学習後、自分の環境や自然についての感想を書く
e）この授業を受けて、環境保護のためにどのようなことをしなければならないと
思ったか
f）環境や自然保護に関する資料を集めてください
g）ことわざ「森は金、海は銀」を説明しなさい。
とあり（BO GIAO DUC DAO TAO, 2008）、ベトナムにおける一般的な環境保護活動につ
いての知識は習得できたとしても、個人の行動に結びつけ、各自が環境保護のために何を
どのようにすべきか、という具体的な技能の習得に結びつけることは困難と思われる。
　ベトナムでは教科書はMOETが編纂し、教科書審査に基づいて認定されているが、教
育出版社一社による各学年各教科一冊のみの作成で、それぞれの地域課題に即した内容と
はなっていない。高馬（2013）も「新教科書は、従来のものよりも良いと一般的には言わ
れている。しかし、依然として内容は重く、不適切な理論などが多く含まれており、改良
の余地はまだ残されている。」と、教科書の記載内容の不十分さを指摘している。
　しかし、MOETも教科書では地域性が反映されにくいことを考慮して、各地域の学校カ
リキュラムにその地域の教育省や教師がその地域の地理や歴史、文化などについて教える
というカリキュラムの運用を認めている（高馬 2013）。
　また、科外教育活動の時間（ 5）も設定されその活動内容として
　　・ボランティア活動
　　　　各自が関心を持つ分野において、学校や地域での環境を守る活動
と、学校外の活動も例示されており、課外活動での環境教育や環境保護活動の実践につい
て展開が可能といえよう。ハノイの私立校DOAN THI DIEM SCHOOL（ 6）では、この課外活
動の時間を用いて月に 1回 2時限の授業で「生活のスキル」の授業が行われ、授業では、コ
ミュニケーション、防災、自立、農業体験、環境教育をテーマとした授業が行われていた。
Ⅳ　Hungerford とVolk　モデルによる環境教育プログラムの提案
1　Hungerford とVolkモデル
　本研究におけるベトナムでの環境教育プログラムの目標は、環境教育の概念の基礎と
なっているトビリシ宣言（UNESCO 1977）によるものとする。そこでは環境教育の目標
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を「 a）都市と農山漁村の経済的、社会的、政治的、生態学的相互依存について、明確な
認識を育てること。 b）環境の保護と改善に必要な知識、価値観、態度、関与、技術を獲
得する機会をあらゆる人々に与えること。 c）環境のために、個人、集団および社会が全
体として、新しい行動パターンを創りだすこと」（UNESCO  1978） と示している。
　この目標とベトナムの学習内容と照らし合わせると、ベトナムの教科書では一般的な環
境問題についての記載はあるが、生徒一人ひとりの生活が環境問題と結びついているこ
と、具体的な課題解消に向けての方策の提供、また環境保護行動を生徒の主体的な学びか
ら育成しようとする観点は見出すことができない。また、環境教育の目標である、学習者
をResponsible Environmental Behavior（「環境に責任を持つ行動」以下REB）に導くか、と
いうことは環境教育における重要な実践課題の一つとなっている （岩本 2004） 。
　そこで本研究では、UNESCOとUNDPによる環境教育シリーズにおける中学校、小学
校の教員向けのガイドブックの作製に関わり、教育及び学習活動におけるREBの成立と
育成に焦点化し研究を続けているHungerfordとVolk（Hungerford & Volk 1990）によるREB
の形成のためのフローチャートをモデルとして、ハノイ市内中学校における生徒の環境へ
の責任ある行動育成をめざす環境教育プログラムとして「ハノイ家庭ごみプログラム」の
開発を試みた。題材を「家庭ごみ」と設定したのは、生活に伴う排出物である「家庭ご
み」は誰もが排出するものであるため当事者意識との関連が容易であること、また削減の
ための方策についても取り組む機会が保障されていることから、実生活から一般的な環境
課題について学ぶことに適切な題材であると判断したことによる。
　HungerfordとVolkによると図 1に示すようにREB育成のためにEntry-level, Ownership, 
Empowermentの 3要因と、それぞれに相関のある主要因と副次要因の必要性をあげてい
る。Entry-levelでは、環境課題についての一般的な知識の理解を深め、感受性を高めるこ
とをめざし、Ownershipでは、自分と関わる具体的な知識の提供により環境課題の責任を
Entry-level?? Ownership?? Empowerment??
C
itizenship B
ehavior
?????
-????????? ?????-?????????????
-?????????????? ?????-??????????????????????????-?????-????????????
-??????
-?????????????????????????????
-???????????????? ??????-????????????????-???????????????-????????????? ??????-?????????????
図 1　 行動へのフローチャート「環境に責任ある市民としての行動」につながる
主要因・副次要因（Hungerford and Volk 1990）
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養い、Empowermentでは、環境保護行動への具体的な方策や知識の提供により、行動を実
行するための意欲を育てることにより、環境への責任ある行動を実行する人材の育成をは
かろうとするものである。
2　環境心理学からの環境配慮行動要因の援用
　HungerfordとVolkモデルは一般的な環境課題からの行動育成をめざし、 3要因のための
主要因と副次要因を示している。しかし、環境教育プログラム開発のためには、学習単元に
即した各要因に適合する具体的な学習項目の選定が必要である。そこで本研究では環境心
理学の対場から、環境配慮行動の育成のための研究を進めている広瀬（1995, 2008）による
図 2に示す「環境配慮行動の 2段階モデルと 3つのアプローチ」（以下広瀬モデル）によっ
て検証された要因を学習内容への適合を試みプログラム開発を行った。広瀬モデルの援用は
ごみ減量行動を説明する要因として検証されていること、また、広瀬モデルを用いた依藤ほ
か（2002）による小学生を対象としたごみ減量行動の規定因の研究より規定因を援用した。
　広瀬モデルのおける「環境認知の変容アプローチ」である、危機感、責任感、有効感、
及び「行動評価の変容アプローチ」である有効可能感、コスト感、規範感はHungerfordと
VolkによるEntry-levelとOwnershipに該当、「関連強化のアプローチ」がEmpowerment要因
に該当するものとして、環境教育のプログラム化をはかった。
　依藤の小学校 4、 5、 6年生とその保護者を対象とした「子どものごみ減量行動の要因
関連」によると、「ごみ減量の態度」には環境認知のうち有効感とついで危機感が、さらに
行動評価の規範感も関わり態度を形成していること、それらによる「ごみ減量の態度」と、
また規範感が直接かかわって「ごみ減量行動」に至ることが検証されている。また、「ごみ
????????????????????? ????????????????????????????????? ?????????? ??????????
図 2　環境配慮行動の 2段階モデルと 3つのアプローチ（広瀬 2008）
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減量の態度」が「ごみ減量行動」に関連を持つことからも広瀬モデルの検証がされている。
　そこで、「ハノイ家庭ごみプログラム」では、広瀬モデル（2008）による、危機感、責
任感、有効感、実行可能感、コスト感、規範感を観点としてプログラムの学習内容を構成
した。さらに、環境認知と行動評価の変容の関連強化のアプローチとしての視点として
は、生徒の主体的な課題への関わりや自らの課題として捉えられるよう、参加型学習を取
り入れ、また実施したことをグループで振り返り、課題を確認しながら次の行動へ進むこ
とができるような工夫を行った。また、環境課題は身近な課題であること、感受性の育成
の視点からもハノイの風景を写真で使用するなど視覚教材による資料提示を行った。プロ
グラム構成も具体的経験から抽象的概念化（ヒックス・スタイナー編 1997）へ進むよう
生徒の思考過程を意識した構成を行った。
Ⅴ「ハノイ家庭ごみプログラム」開発
1　「ハノイ家庭ごみプログラム」試案
　ハノイの中学校で展開する環境教育プログラムである「ハノイ家庭ごみプログラム」で
展開するねらいは、次のとおりである。特に、教科書で扱われていないハノイの都市課題
としての「家庭ごみ」をテーマとして扱う。
（1）学習の単元目標　　
学習者を環境に責任を持つ行動に導くことを目標とする。
　そのため、図 3に表したようにHungerfordモデルの 3要因には以下の学習のねらいと学
習内容を設定する。
1） Entry-level要因育成のため
－環境への関心を高め、危機感の高まりなどから、環境への感受性の育成をはかるため
に、自尊感情を高め、ハノイの美しい景観を維持しようとする感性を喚起する。
図 3　Hungerford and Volkモデルとプログラムとの関連
?????????????????????????????????????
???????????? ?????????????? ??????????Entry-level ???????????? Ownership ??? ????????????? Empowerment ??????????????????????????R?????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????? ?????????????????????????????????????????????
URENCO?? Tung?????????????????????????????????????????????? ???????????????? ? ??????????????????????????????????????????????????
Citizenship
Behavior
Hungerford????????????????????? ??????????-???????????????????????????????????????????????????????-?????????????????????????????????????
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　ハノイの環境課題に気づく。
2） Ownership要因育成のため
－環境への責任感、関与意識、有効感、の育成をはかるために、ハノイの家庭ごみに関す
る現状と課題を知る
3） Empowerment要因育成のため
－環境への行動の意図を促すため、家庭ごみの削減に関する方策を知り、各自が取り組み
を表明する。
　実施後、各自の取り組みからより良い環境保護行動についての課題について話し合い、
地域環境課題についての取り組みを表明する。
　さらに、表 5には広瀬モデルで検証されている、環境認知変容アプローチに関わる要
表 5　広瀬モデルとプログラムの関連
　
Hungerford and 
Volk Entry-level Ownership Empowerment
広瀬モデル
アプローチ
環境認知アプローチ 行動変容アプローチ
関連強化の
アプローチ
プログラム概要
危機感 責任感 有効感
実行可
能感
コスト
感
規範感
ハノイの環境課
題は何か
私の好きなハノ
イの風景
＊
・ハノイ市内写真を使
用、自尊感情を高める。
ハノイの環境課
題
＊ ＊
・ハノイ市内写真を使用
し、ランキングを行
う。身近な課題である
ことを知る。
ハノイの家庭廃
棄物を学ぶ
違いは何？ ＊ ・グラフや表を用いて、
ハノイの家庭ごみの量
や質が変化しているこ
とを知る。
我が家のごみは
どれ？
＊
ごみのゆくえハ
ノイとカワサキ
＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊
・グループでのカード合
わせ作業
　話し合い活動を通して、
ハノイのごみフローを
確認し、資源ごみの有
効利用や排出者として
の責任を考える。
URENCO職員
Tungさんの話 ＊ ＊
・廃棄物処分場の課題を
新聞記事と資料から作
成。ごみの増加は種々
の環境汚染に関わる。
ごみ削減の態度
を養う
・3Rを学び、各自の取
り組みを具体的に表明
する。
・実際に活動し、ふりか
える。新たな課題を見
出し、対策を考える。
・地域課題を見出し、保
護行動を表明する。
私ができること
は何？
＊ ＊ ＊ ＊ ＊
一週間の取り組
みは？
＊ ＊ ＊ ＊ ＊
地域の環境課題
は何？
＊ ＊ ＊ ＊ ＊
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学習のねらい 学　習　内　容 ◆使用資料
【 1時限】
○ ハノイの環境課題
に気づく
・ ハノイの守るべき
美しい景観に気づ
き、自尊感情の育
成をはかる
・ 環境への関心や危
機感を高める
『私の好きなハノイ』はどの風景か
　提示されたハノイの風景写真から各自好きな写
真を1枚選ぶ
（好きな風景と選ぶのに、ふさわしいものがない
時は、自身が好きな風景をワークシートの欄に記
入する）
　グループで各自が好きな風景の理由を述べなが
ら、ピラミッドランキングを行う。
　いくつかのグループの発表を行う。
『ハノイの環境課題』を表している写真はどれか
　提示された写真から各自が環境に関わる問題と
して最も大きな問題であると考える写真を選ぶ。
　グループで話し合い、ピラミッドランキングを
行う。何がハノイにとって重要な課題かその理由
について、話し合い、発表する。
　さらに、写真に写された光景で自分と関わりの
あるものはどれか選び、理由を述べる。
◆ワークシート
写真（ホアンキエム湖・孔子
廟・オペラ座・高層ビル群・
教会・物売り・商店）
◆ワークシート
写真（・交通渋滞 -マスク着
用・道路の放置散乱ゴミ・食
堂の床のごみ・川の汚濁・洪
水）
○ ハノイの家庭廃棄
物の増加について
知る
・ 環境への責任感や
関与に気づく
違いは何？－路上市場とスーパーマーケット
　伝統的な路上市場とスーパーマーケットのイラ
ストから、変化してきた生活の様子を答える。
　便利で今日的な生活は、家庭ごみの増加や変化
を生み出していることに気づかせ、ハノイの都市
人口の増加と経済成長は、家庭廃棄物の急激な増
加や種類の変化を生み出している現状を学ぶ
　
　他にも大きく変わってきた生活の様子をあげる。
宿題
次回までに、家のごみの種類と量を調べてくる
◆ 人口増・経済成長・廃棄物
の増加のグラフ
ワークシート
・ 伝統的なストリートマー
ケットの品々とスーパー
マーケットのパッケージさ
れた商品
　 （・伝統的な家屋と電化製
品に囲まれた住宅）
【 2時限】
○ 資源として再活用
可能なものがゴミ
として捨てられて
いることや家庭ご
みの増加は処分場
が満杯状態であり
早急な対策が必要
である現状を知る
　 　それらは地球環
境の悪化に結びつ
くことでもあり、
またはごみの排出
は、各自の責任で
あることを知る
わが家のごみはどれ？
　宿題であった、「家のごみの種類と量」につい
て発表する。
　カードから多かった家庭ごみを選ぶ。
◆ワークシート
◆絵カード
/段ボール・ペットボトル・
生ごみ・レジ袋・古着・紙・
練炭灰・プラスチックト
レー・缶
/回収業者
・ウェストピッカー
/処分場・コンポスト工場・
再生工場
/繊維・ペットボトル
・肥料
白紙カード
学習課題
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学習のねらい 学　習　内　容 ◆使用資料
ごみのゆくえ　ハノイとカワサキ
『ごみのゆくえカードゲーム』を行う。
・ごみの回収は毎日行われている。
・ごみの回収は週に 3回行われている。
・どのような種類のプラスチックでも回収され、
活用されている。
・スーパーではペットボトルの回収箱がある。
・使用したペットボトルを売ることができる。
など、カードごとに記載された、ハノイとカワサ
キ（神奈川県川崎市）のごみの回収に関わるカー
ドを、ハノイについて書かれたものか、カワサキ
について書かれたものかをグループで相談しなが
ら分ける。分け終わったら、カードの裏に描かれ
た絵を組み合わせる。正確に2つの分類ができる
と、絵もハノイのごみのゆくえと、カワサキのご
みのゆくえを描いたものになる。
　カードゲームをして、気づいたことや課題と思
われることを述べ、ワークシートに記入する。
　ハノイでは有価廃棄物の回収が有効に行われて
いることに気づく。
URENCO職員のTungさんの話し
◆ ゴミのゆくえハノイ版・カ
ワサキ版
◆ 「Tungさんの話」が書かれた
カード
　ワークシート
　ハノイ市内で回収された家庭ごみはNan Son, Lam Du, Kieu Kyの各処分場へ運ばれている。
　現在の大きな問題は、処分場が満杯になり、これ以上のごみの持ち込みができなくなること
が時間の問題となっていることだ。
　ハノイ市のごみが増えている原因はいくつかある。
第 1に、ハノイの人口が増えていること。
第 2に、ベトナムの経済発展に伴い、消費量も拡大しごみの量が増えていること。
第 3に、処分場での自然分解ができない、プラスチック系のごみの増加があげられている。
　新たな処分場の設置についても課題がある。すでにNan Sonはハノイ市内から50㎞、Kieu 
Kyは30㎞離れておいる。新しい処分場の建設は、近隣の住民からハエやネズミなどが増え衛
生上の問題、また搬送トラックの通行による危険性や排気ガス等の問題もあり、受け入れられ
るのが難しい状態であり、ハノイ近郊での建設は困難である。今後さらに離れたところに処分
場を建設すると、搬送に伴う交通渋滞がさらに起きることが予想される。
　「Tungさんの話し」を読んで、初めて知ったこ
と、どのような問題があるかを発表する。
わが家のごみのゆくえを考えよう
　宿題で持ち寄った各自の家庭のごみのゆくえに
ついて考え記述する。
　ごみの良いゆくえや悪いゆくえについても考
え、その理由を発表する。良いゆくえは資源の循
環が行われていることに気づく。
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因、行動評価の変容アプローチに関わる要因、関連強化のアプローチに関わる要因をそれ
ぞれの学習課題に適合し作成したプログラムを示した。
（2）学習方法
　主体的に課題を見いだし解決法を考え行動する人材の育成をはかるという点で、教育政
策と環境教育でめざす人材育成は共通点をみることができる。生徒一人ひとりの主体的な
思考や課題解決力を育成するため、小グループ作業による展開を提案する。環境教育は正
解が一つではない学習であり、生徒個々の思考や発言を尊重するためにも、小グループで
意見の表明や一人ひとりの参加を尊重し、グループで互いに支え合う姿勢を育成していき
たい。
2　「ハノイ家庭ごみプログラム」の概要
　展開については、Ⅲ 2で述べたように、ベトナムの中学 7年生公民科14課での学習目標
が、環境に責任を持つ行動育成をはかるという、環境教育のねらいに最も近いと判断し
学習のねらい 学　習　内　容 ◆使用資料
【 3時限】
○ ごみ削減の態度を
養う
　 今まで学習してき
たことから、ごみ
の削減や地球環境
のために行うこと
を表明する
私ができることは何かⅠ
　3R、リデュース・リユース・リサイクルの廃
棄物削減のための方策や優先順位を知る。家庭ご
みの排出者としての責任ある行動について考え
る。
◆ 3R紹介図
【 4時限】
○ 家庭ごみ削減のた
めに取り組めるこ
とは何か、実効的
な方策を検討する
私ができることは何かⅡ
　各自が家庭ごみ削減のための方策を考え、グ
ループで実現可能なものを話しあう。話し合いの
中から各自が選んだ方策について、次回の授業ま
で取り組み報告を行う。
◆グループでランキングやマ
トリックス表に記入するな
ど、思考を可視化する
【 5時限】
○ 家庭ごみを学ぶこ
とで養った環境へ
の視点を身近な社
会において、再度
見直す。あらたな
課題の発見を促す
学校の周りの環境を見直そう
　「家庭ごみ」に関わらず、ハノイの環境課題の
ために、考えなくてはならないこと、取り組む必
要のあることに気づく。
　環境について意識して身の回りの社会を見直す
ことにより、課題を見出す力を養う。
　気づいた課題と改善のための方策について、ま
とめる。
【 6時限】
○ 環境への責任ある
行動の実行を表明
する
地球に生かされている自分の役割は何か
　環境への負荷は人間の生活が生み出されている
ことに気づき、いかに、自然や社会と共存しなが
ら生活することができるのかを考え、実行できる
ことを表明する。
◆ 各自の表明を記すカードを
作成する。
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た。この14課は、ベトナムでの 1時限は45分授業であり、 2時限での学習と設定されてい
る。そこで、14課の 2時限の授業で展開するものまた、地域課題による学習展開も認めら
れているため課外活動の時間での設定から 6時限での展開による試案を提案する。
　 1クラスの生徒の人数は50名前後であるが、 5名ずつのグループを設定して授業中の作
業グループとする。
　公民14課での 2時限の展開であれば、「わが家のごみのゆくえを考えよう」を割愛し、
「私ができることは何かⅠ」に進めることが可能である。また、 6時限に限らず運用が可
能であるように配慮し作成した。しかし、できるなら生徒の十分な思考の時間を保証した
い。
Ⅴ　考　察
　ベトナムでは2005年の教育法、並びに2001年に首相決定がされた「教育発展戦略2001－
2010」において、国際競争力の強化を目標の一つにあげそのための人材の育成を意識した
政策がとられている。教育法27条の普通教育の目標には「個人としての能力や積極性・創
造性をはぐくむこと。」（近田 2009）と、記されている。また、指導要領においても、知
図 4　「ハノイ家庭ごみプログラム」教材
「ハノイとカワサキ」グループワーク「違いは何？」
ストリートマーケットとスーパーマーケット
「ごみのゆくえ　ハノイとカワサキ」
ハノイ版
カワサキ版
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識のみならず、技能および態度の目標が設定され、政策の意図が現れたものとなってい
る。しかし、実際の授業は中学校卒業のための試験に合格することをめざす暗記中心であ
り、教師指導型の授業が主流であり（高馬 2013）、生徒が主体的に学ぶ授業は希少である。
原因の一つに、教師自体生徒が主体的に学ぶ授業を知らない、という現実があると考えて
いる。そこで環境教育は主体的に考え、行動することをめざす教育であり、ベトナムが目
指そうとしている教育の一つの方法であり、さまざまな形での活用が望まれる。
　Hungerfordモデルに広瀬モデルを適合させることにより、より学習の目的が明確となる
教材の提供が可能になったと考えた。
　今回、MOETで奨励されている地域課題について、環境課題をテーマにしたプログラム
を提案した。環境教育プログラムでは、課題に関する詳細で具体的な情報の提供、また実
際的な行動の知識や方法、さらに行動の機会を取り入れる必要がある。今回可能な限り、
それらを取り入れ、生徒が環境を身近な課題として捉えられるよう、また、自分ごととし
て捉えることできるよう工夫をした。今後は試行を行い、授業後の評価について有効性を
検証していきたい。
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